
  平成 18 年度  人事行政の運営等の状況について 

 
 町では住民のみなさんの生活環境や福祉等の向上を目指し幅広い分野で様々な施策

を進めています。これらの事業に携わっている職員の平成１８年度における給与等の概

要を「箕輪町人事行政の運営等に関する条例」に基づき公表します。 
 
1 職員の任免及び職員数に関する状況 
（１）採用状況（H１８．４．１～H１９．３．３１）      （単位：人） 

職  種 事務職等 保育士 技能労務職 合  計 
男  性 １ ０ ０ １ 

女  性 ２ ０ ０ ２ 

合  計 ３ ０ ０ ３ 

 
（２）退職の状況（H１８．４．１～H１９．３．３１）      （単位：人） 

職  種 事務職等 保育士 技能労務職 合  計 
男  性 ３ ０ ０ ３ 
女  性 ０ ３ １ ４ 
合  計 ３ ３ １ ７ 

 
（３）職員数の状況（各年度４月１日現在）    （単位：人） 

職  種 一般行政職 技能労務職 合 計 
平成１８年度 ２３０ ２６ ２５６ 
平成１９年度 ２２６ ２５ ２５１ 

差  引 △  ４ △ １ △ ５ 

※「職員数」は、行政職給料表対象職員です。教育長（１人）は含まれません。 

  特別職と医療職給料表対象職員は、含まれません。 
 
２ 職員の給与の状況 
 （１）一般職の人件費の状況（普通会計決算）             （単位：人、千円、％） 

区 分 
住民基本台帳人口 
（19.3.31 現在） 

歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 
人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

18 年度 24,822 8,424,535 406,743 1,843,301 21.9 

  ※「人件費」には、常勤特別職の給料、非常勤特別職の報酬等が含まれています。 



（２）一般職の給与費の状況          （単位：人、千円、％） 

給   与   費 
区分 

職員数

(Ａ) 
給 料 右記以外の手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

１人当たり 
給与費 

（Ｂ／Ａ） 

１８年度 252 991,326 273,868 396,276 1,661,470 6,593 

※ 「職員数」は、当初予算の一般会計・各特別会計（一部特別会計を除く。）に給与を 
  計上した一般職（教育長 1 人を含む。）です。特別職と医療職は含まれません。 
※ 「給与費」の各項目は、当初予算計上額です。 

 
（３）職員数の状況  （各年度 4 月 1 日現在）       （単位：人、％） 

級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 計 

標準的な 

業務内容 

主 事 

技 師 
主 査 

主 幹

副主幹
主 幹 専門幹 参 事 参 事 

 

職員数 9 26 144 64 0 13 0 256 

18 

構成比 3.5 10.1 56.3 25.0 0 5.1 0 100 

職員数 9 20 137 59 10 14 2 251 
19 

構成比 3.6 8.0 54.5 23.5 4.0 5.6 0.8 100 

 ※「職員数」は、行政職給料表対象職員です。教育長（１人）は含まれません。 

  特別職と医療職給料表対象職員は、含まれません。 
 
 （４）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１８年４月１日） 

一般行政職 技能労務職 
区 分 

平均給料 平均給与 平均年齢 平均給料 平均給与 平均年齢 

箕輪町 333,100 円 343,500 円 42.1 歳 290,600 円 300,307 円 51.4 歳 
長野県 369,778 円 438,394 円 43.3 歳 340,704 円 377,834 円 46.6 歳 

 
（５）初任給の状況 
  一般行政職 

区  分 箕 輪 町 長 野 県 国 
大学卒 １７０，２００円 １７０，２００円 １８３，８００円 
高校卒 １３８，４００円 １３８，４００円 １３８，４００円 



（６）職員手当の状況 （１８年度支給割合） 

区  分 区  分 期末手当 勤勉手当 
６月 １．４０月分 ０．７２５月分 

１２月 １．６０月分 ０．７２５月分 
期末・勤勉手当 

計 ３．００月分 １．４５月分 
区  分 区  分 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 ２３．５０月分 ３０．５５月分 
勤続２５年 ３３．５０月分 ４１．３４月分 
勤続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分 

退職手当 

勤続３８年 ５１．１０月分 ５９．２８月分 
・ 期末・勤勉手当は、職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。 
・ 手当の基準は、国に準じています。 

 
（７）特別職の報酬等の状況 （１８年４月１日現在） 

区  分 給 料 月 額 等 

町  長 
８３０，０００ 円 

（６３９，１００  円） 
給  料 

助  役 
６７０，０００ 円 

（５８２，９００  円） 

議   長 
３０８，０００ 円 

（２９８, ７６０  円） 

副 議 長 
２４６，０００ 円 

（２３８，６２０ 円） 

委員長 
２３６，０００ 円 

（２２８，９２０ 円） 

報  酬 

議   員 
２２０，０００ 円 

（２１３，４００ 円） 
    ６月期  １．６０月分 
   １２月期  １．７０月分 町   長 

助   役 
      計   ３．３０月分 
    ６月期  １．６０月分 
   １２月期  １．７０月分 

期末手当 
議   長 
副 議 長 
議   員       計   ３．３０月分 

 
 
 



・ 給料月額の上段が条例上の金額で、（ ）は、実際の支給額です。 
・ 支給額は、町長給料月額の２３％相当額、助役給料月額１３％相当額、議員報酬月額３％

相当額を減額して支給しています。 
・ 助役は、平成１９年４月１日から副町長に職名が変更になりました。 
 
（８）時間外手当 

支給実績（１８年度決算） ４９，０７５千円 

職員一人あたり平均支給年額（１８年度決算）     １９５千円 

支給実績（１７年度決算）  ３９，１９７千円 

職員一人あたり平均支給年額（１７年度決算）     １７０千円 

 

（９）特殊勤務手当  

支給実績（１８年度決算） ６５ 千円

職員一人あたり平均支給年額 

（１８年度決算） 
１３，１００ 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 

（１８年度決算） 
２．２ ％

 

手当の種類 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価 

感染症防疫手当 感染症防疫に従事す

る職員 

感染症患者等の救護、病

原体物件の処理業務 

１日３００円 

犬ねこ等の死体処

理手当 

犬ねこ等の死体処理

に従事する職員 

事故等で放置された犬

ねこの死体処理 

１回５００円 

 

 
 （１０）その他の手当 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同

支給実績 

（18 年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（18 年度決算） 

扶養手当 
配偶者、子及び孫、父

母等 
同 16,769 千円 176,500 円 

住居手当 貸家・間貸及び自宅 一部異 7,083 千円 82,300 円 

通勤手当 通勤距離が２ｋｍ以上 一部異 7,902 千円 37,900 円 

管理職手当 課長 同 4,194 千円 299,500 円 

 



 （１１）ラスパイレス指数 
   ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務 
 員の給与水準を示します。 
 

 ラスパイレス指数 
 平成１８年度    ９４．６ 
 平成１７年度    ９４．３ 

 
３ 職員の勤務時間その他勤務条件の状況 

（１）勤務時間、休憩・休息時間 
本     庁 

勤務時間 
始業時刻 終業時刻 

休憩時間 閉庁日 

休憩 
午後０時１５分から午後１時 

午前 
８時３０分 

午後 
５時１５分 休息 

午後０時から午後０時１５分 
午後３時から午後３時１５分 

土曜日・日曜日 
祝日法に規定する休日 
１２月２９日から 
１月３日まで 

注）平成１９年４月１日から終業時刻、休憩・休息時間が変更されました。 
 

（２） 年次休暇の取得 （平成 1８年１月１日～平成１８年１２月３１日） 
概   要 平均 

日数 
     備     考 

1 年につき２０日付与 
翌年に繰越可能数最大２０日 

９．９日 年間を通じて在職した正規職員の平均 

 
 ４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

分限処分 
     内   容 件数      備   考 

職員がその職責を十分に果たすこ

とが出来ない場合に行われる処分 
１ 

免職０件、降任０件、降級０件 
休職１件（休職は病気による） 

 懲戒処分 
     内   容 件数      備   考 
 職員の一定の義務違反に対する責

任を問うための処分で公務における

規律と秩序の維持を目的とする 
１ 

免職０件、停職０件、減給１件 
戒告０件 



 
 ５ 職員の服務の状況 

区   分 内  容 

職務に専念する義務の免除 ・町関係団体の事務従事及び兼職 
・その他（福利厚生・健康診断） 

 
 ６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 
（１）研修の状況 

区 分 研 修 内 容 研修件数 受講者数 
新規採用者 新規採用職員研修 ６件 ２１人 
幹部職員研修 人事評価者研修 ２件 １７人 
監督者研修 人事評価者研修 ２件 ３７人 
特別研修 市町村職員研修センター専門研修等 ３８件 ６２人 
派遣研修 国機関研修派遣、長野県派遣研修等 ５件 １０人 
自主研修 職員の自発的研修 ２件  6 人 

 
（２）勤務成績の評定の状況 

   平成１８年１１月から係長級以上の職員を対象に人事評価制度の試行 
  を開始しました。 
 
 ７ 職員の福利及び利益の保護 

（１） 福利厚生制度の状況 
区     分 内   容 

社会保険制度 市町村職員を対象とする市町村職員共済組合に加入していま

す。 
職員衛生健康事業 職員に対する定期健康診断等の健康管理事業です。 

・定期健康診断    １１７人 
・人間ドック助成   １２５人 
・メンタルヘルス   相談会実施 

職員福利厚生事業 職員共済会と長野県市町村職員互助会を通じて福利厚生事業

を実施します。なお、各団体へ負担金を下記のとおり支出し

ています。 
・職員共済会負担金         1,247,000 円 
・長野県市町村職員互助会負担金   3,627,000 円 

 



 
（２） 公務災害補償制度の状況 

  加入団体 地方公務員災害補償基金長野県支部 
 

（３） 利益の保護の状況 
不利益処分に関する不服申立て件数 ０件 

 
８ 公平委員会の業務の状況 
 

区   分 件 数 
勤務条件に関する措置の要求の状況 ０件 
不利益処分に関する不服申立ての状況 ０件 


